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状
と
課
題
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  国立大学等施設の整備   

 

◆予算額（国立大学法人等施設整備費） 

平成２９年度予算額 ４０，９７９百万円（前年度 ４１，８００百万円） 

他に 、復興特別会計（復興庁一括計上）１，０５２百万円（７７３百万円） 

他に 、財政融資資金 ３１，９１１百万円（前年度３７，７６３百万円） 

 

【平成２８年度第２次補正予算額 １８，５０４百万円】 
 

 

◆内  容  

「第４次国立大学法人等施設整備５か年計画（平成 28 年 3 月 29 日文部科学大臣決定）」

を踏まえ、老朽施設の改善整備を中心とした、安全・安心な教育研究環境の基盤の整備や

国立大学等の機能強化等変化への対応など、計画的・重点的な施設整備を推進する。 

【国立大学法人等施設整備事業】 
 

◆安全・安心な教育研究環境の基盤の整備 

 ・施設の耐震化及び老朽化対策（非構造部材の耐震対策を含む） 

 ・基幹設備の更新等 （機能劣化の著しいライフラインの改善） 

◆国立大学等の機能強化等変化への対応 

 ・高度化・多様化する教育研究活動への対応（先端的な研究施設の整備等を含む） 

 ・附属病院の再開発整備 （地域医療・先端医療等の拠点） 

 

 

◆実施事業数  

 
＜一般会計＞ 
   ○新規事業    １３４事業 
     
     
 

○継続事業等     ７６事業   
 
 
 

＜復興特別会計＞（復興庁一括計上） 
 ○継続事業       １事業 

                         
  

  



平成２９年度予算の編成過程

新
規
事
業

継
続
事
業
等

※１ 要求候補事業は、学識経験者により構成される検討会において、各法人の取組、個別事業の必要性・緊急性等について適正に評価
（Ｓ，Ａ，Ｂ，Ｃの４段階評価）した結果、Ｓと判断された事業。ただし、耐震化事業については、Ａと判断された事業も含む。

※２ 29概算要求事業のうち2件（平成25年度に検討会においてＳと判断されたPFI事業及び災害復旧事業）は、大学からの要求事業
1,164件の外数｡

※３ 東日本大震災復興特別会計(復興庁一括計上)の1件（11億円）は除く。

33億円

補助金 一般事業（教育研究施設）

財政融資資金 病院事業（診療施設）

大学からの要求事業
（大学等→文科省）

233億円

286億円

3,497億円

107億円

4,123億円

１，１６４件

要求候補事業

1,180億円

74億円

233億円

286億円

1,773億円

５３５件

177億円
33億円

233億円

286億円

729億円

２１０件

29当初予算
（3月27日予算成立）

29概算要求事業
（8月末提出）

737億円

233億円

286億円

1,289億円

４２５件

33億円


